
スモールコンセッション推進方策の概要（背景、特徴、コンセプト）
地方公共団体を取りまく現状

558市町村(全市区町村の約30％)が人口
半数未満になると推計(2015/2050年)

人口予測

地方公共団体職員数は20年前から減少傾
向にある

地方公共団体の職員数

毎年300～600校が廃校となり、約1,500
校の廃校が活用用途が決まっていない

廃校施設等の活用状況

20年以上借入金残高は高い水準で推移し
ている

地方財政の借入金残高

政府のPPP/PFIの取組み
PPP/PFI推進アクションプラン

（民間資金等活用事業推進会議決定）

スモールコンセッションとは
スモールコンセッションとは・・・
地方公共団体が所有・取得する空き家等の身近な遊休不動産※１について、民間の創意
工夫を最大限に生かした小規模※２なPPP/PFI事業※3を行うことにより、地域課題の解
決やエリア価値の向上につなげる取組みを指す。
※1 廃校等の現在使われていない施設、住民から寄付を受けた古民家等 ※3 コンセッションをはじめとした官民連携による事業運営
※2 事業費10億円未満程度

＜目指す姿＞
スモールコンセッションを普及させることにより、遊休公的
不動産を、まちの「負」債から資「財」に変えていくことを目
指す。さらに、民間の空き家活用等との連携やバンドリング
等による面的な広がりにより、「小さな再生」を連鎖させ、エ
リア全体の価値向上につなげることを目指していく。

＜新たなPPP/PFI活用モデルの形成＞
スモールコンセッション
地方公共団体が取得・所有する空き家等の既存ストッ
クを活用した小規模なコンセッション事業等

令和４年度からの10年間で30兆円の事業規模目標の達
成に向け、 PFIの質と量の両面からの充実を図るため、アクショ
ンプランを改定。

＜スモールコンセッションの主な効果＞

スモールコンセッションの範囲高
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＜官民連携手法の関係イメージ＞

地域・住民事業者地方公共団体
地域活性化
- 交流人口の増加、利便施設の増加等
住民サービスの向上
思い入れのある施設の継承

事業機会の増加
- 長期的な事業運営

地域への主体的な貢献
- 地域還元、地域企業の参画

維持管理コストの削減
エリア価値の向上

公共施設等運営(コンセッション)
方式を中心に、個別の案件に応じて
様々な手法が想定される。
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推進方策の方向性

スモールコンセッション推進方策の概要（課題と推進方策の方向性）

❶ イメージの壁

スモールコンセッションによる
利活用の知識・理解を深める

❷ パートナーの壁

民間事業者との対話機会
や関係構築の機会を提供

❸ 事業化の壁

事業化に向けたサポート

機運醸成
フェーズ

スキームを知る

施設選定
フェーズ

企画する

事業化検討
フェーズ

民間事業者と
出会う

事業計画
フェーズ

計画する

公募・選定
フェーズ

実施する

ハードル❶ ハードル❷ ハードル❸

スモールコンセッションの課題

• PPP/PFIに精通している人材確保
• PPP/PFIへの理解醸成
• 組織横断的な部署やチームの設置

課題（地方公共団体）

• 地域における公共施設全体の現状把握
• コンセプトに応じたエリア・施設選定
• エリア内における地域の関係者との連携
• 利活用アイディアの創出
• 検討の期間短縮、負担軽減
• 官民対話機会・出会いの創出
• 精度の高いサウンディングの実施

• ファイナンスに関する知識の習得
• 利用可能な補助メニューの把握

組
織
・
人
材

エ
リ
ア

施
設

事
業
創
造

資
金

調
達

• PPP/PFIへの理解醸成
• PPP/PFIに精通している人材確保

課題（民間事業者）

• 公的不動産の情報取得
• 住民の理解醸成・協力

• 官民対話機会・出会いの創出
• 民間提案の積極的な受け入れ
• 検討の期間短縮・負担軽減
• 民間事業者の自由度の確保

• 金融機関も巻き込んだ事業スキーム検討
• 事業性の確保

事業の進め方や施設活用イメージ
が湧かない...

民間事業者が見つからず諦めてし
まう...

事業性の低さ、資金調達の困難さ、
煩雑な手続き等により実施までたど
りつかない...

Ⅰ
普及啓発による
機運醸成・意識改革

Ⅱ
手続きの円滑化

Ⅲ
官民マッチング強化

Ⅳ
案件形成支援
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推進会議(仮称)の設立

Ⅰ

官民の多様な主体が参加・
連携し、課題やノウハウの共
有やマッチング促進を行う場を
設立し、様々な取組を実施

セミナーやイベント等の開催

Ⅰ

スモールコンセッションの関係
者に向けて、セミナーやイベン
ト、研修を開催

地方公共団体トップの理解促進

Ⅰ

首長に対して、PPP/PFIの必
要性、スモールコンセッションの
取組みや横断的な組織体制
の必要性等について発信

媒体を活用した情報発信

Ⅰ

スモールコンセッションに関する
情報が集約されているwebサ
イトの開設やパンフレット/リー
フレットの作成

事業化への支援

Ⅳ

スモールコンセッションの案件形
成に向け、伴走支援、民間提
案によるモデル的な官民連携
手法の構築支援等を実施

各主体の役割

実践ガイドライン(仮称)の策定

Ⅱ

知見や経験がない地方公共
団体職員でもスモールコンセッ
ションに取組むことができるノウ
ハウ等を整理

相談窓口を通じたアドバイス

Ⅰ

スモールコンセッションに関する
相談を受付ける窓口を設置
し、案件形成に向けた手順の
紹介等のアドバイスを実施

手続きの簡素化

Ⅱ

業務負担軽減に資する、客
観的評価の簡素化、既存計
画等を活用して関係者の認
識を共有するケース等の検討

官と民をつなぐ仕組みの構築

Ⅲ

地方公共団体と民間事業者
とのマッチングのためのイベント
の開催や対話機会を増やす
仕組みの構築等を検討

＜国＞

＜地方公共団体＞

＜民間事業者＞

＜金融機関＞

＜有識者＞

• 機運醸成、ガイドラインの策定、手続きの
簡素化、事業化検討への支援強化 等

• PPP/PFIの理解醸成、庁内体制の構築
• 事業を戦略的に検討し、官民の適切な
役割・リスク分担のもと、事業実施 等

• PPP/PFIの理解醸成
• 遊休公的不動産の活用等にかかる意見
交換や提案、事業運営 等

• PPP/PFIに係る知見の習得
• 事業計画やファイナンスにかかる知見の
提供や事業スキームの提案、事業化に
向けた資金提供 等

• 専門的知見の提供やアドバイス、関係者
への紹介等を通じた案件形成促進 等
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